
居宅介護支援重要事項説明書 
 
１．当事業所が提供するサービスについての相談窓口（9時〜18時  ※電話にて24時間対応） 

電話番号 050-5865-6995 担当 鈴木康之 

 
２．当事業所の概要 

（１）居宅介護支援事業者の指定番号およびサービス提供地域 

事業所名 ケアサポートいまから 

所在地 〒453-0834 名古屋市中村区豊国通3丁目4番地の2​
　　　　　ettoi中村公園201  

介護保険事業所指定番号 2370504355 

サービス提供実施地域 中村区、中川区、西区  

（２）事業所の職員体制 
管理者・ 主任 介護支援専門員 (常勤 )​ １名 

（３）営業日および時間 
営業日　：月～金曜日（土曜・日曜・祝祭日及び12月29日から1月3日までを除く ） 
営業時間：午前9時～午後6時まで 
※休日または営業時間外でも電話により24時間対応可能な体制です。 

 
３．居宅介護支援の内容 

（１）インテークワーク 
初回の相談依頼を受けて、利用者、家族と面談します。​  

（２）アセスメント 
利用者の居宅を訪問して利用者、家族と面談した上で課題の分析をします。 

（３）居宅サービス計画原案の作成 
アセスメント後、居宅サービス計画原案の作成をします。 

（４）サービス担当者会議の開催 
居宅サービス計画原案を基に利用者、家族、専門職等とサービス担当者会議を開催しま

す。 
（５）文書による同意 

サービス担当者会議にて居宅サービス計画書の検討後、利用者又は家族より文書による

同意を受けて交付します。 
（６）モニタリングの実施 

少なくとも月1回、利用者宅を訪問し面談してモニタリングを実施し結果を記録します。 
（７）居宅サービス計画の変更​  

利用者の状態が変化した等の場合は速やかに居宅サービス計画の変更のための上記

（２）～（５）の実施をします。 
（８）居宅介護支援に係る事業所の義務について 

・指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用

者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合

には、介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めます。 
・介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けた

とき、その他必要と認めるときは、利用者の口腔に関する問題、服薬状況、その他の利用

者の心身または生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て

主治の医師、歯科医師又は薬剤師に提供します。 
・介護支援専門員は利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用

を希望している場合、その他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科

医師（以下 「主治の医師等」 という。）の意見を求めます。その場合において介護支援専門



員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を主治医等に交付しま

す。 
・指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、居宅

サービス計画が基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複

数の居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができます。また、当該事業所をケ

アプランに位置付けた理由を求めることが可能です。 
・お客様やご家族の方がどのような介護サービスをどの程度の頻度でご利用したいのか、

ご希望をお伺いします。居宅サービス計画書に位置づける居宅サービス事業所について、

複数の事業所の紹介を求めること、その事業所を位置づけた理由を求めることが可能で

す。そして、前6か月間に当事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに
訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下『訪問介護等』という）

がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前6か月間に当事業所
において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうち同

一の指定居宅サービス事業者または指定地域密着型サービス事業者によって提供された

ものが占める割合等を説明いたします。（別紙） 
（９）サービスの提供の記録 

・事業者は、指定居宅介護支援の提供に関する記録を作成することとし、これをこの契約

終了後5年間保管します。 
・利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて当該利用者に関するｻｰﾋﾞｽ実施記録

を閲覧できます。 
・利用者は、当該利用者に関するサービス実施記録の複写物の交付を受けることができま

す。 
・利用者または事業者が解約を文書で通知し、かつ、利用者が希望した場合、事業者は、

直近の居宅サービス計画およびその実施状況に関する書面を作成し、利用者に交付しま

す。 
 
４．利用料金 

（１）利用料 
要介護または要支援認定を受けられた方は、介護保険制度から全額支給されるので自己

負担はありません。 
※但し保険料の滞納等により、法定代理受領をできなくなった場合は、1ヶ月につき下記の金額をいただき、当事
業所からのサービス提供証明書を発行いたします。このサービス提供証明書を、後日住所地の市区町村窓口に

提供しますと、厚生労働大臣が定める基準により算出した居宅介護並びに居宅支援サービス計画費の額の戻し

を受けられます。 
※居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等にケアマネジメント業務を行ったものの

利用者の死亡によりサービス利用に至らなかった場合に、モニタリングやサービス担当者会議における検討等必

要なケアマネジメント業務や給付管理のための準備が行われ、介護保険サービスが提供されたものと同等に取り

扱うことが適当と認められるケースについて、居宅介護支援の基本報酬の算定を行う。 

居宅介護支援費 要介護１，２　1,086単位／月 

初回加算 300単位　対象月のみ 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 250単位　対象月のみ 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 200単位　対象月のみ 

退院・退所加算 面談のみカンファレンス参加なし 
1回450単位　2回600単位 

 カンファレンス参加あり 
1回600単位　2回750単位　3回900単位 

通院時情報連携加算 ５０単位　月1回上限​
※通院時の乗降介助は行いません 

緊急時等居宅カンファレンス加算 200単位　対象月のみ・月に2回まで算定可能 

ターミナルケアマネジメント加算 400単位　対象月のみ 

※すべての告示上の単位数に単価11.05円（3級地の30％）を乗じます。（名古屋市は3級地です。） 
（２）交通費 



前記の2の（１）のサービスを提供する地域にお住まいの方は無料です。 
それ以外の地域の方は、介護支援専門員が訪問するための交通費が必要で、その詳細

は下記の通りです。 

①公共交通機関 実費 

②車 1キロあたり50円（通常の実施地域を超えた地点から） 

（３）解約料 
解約料に関しての料金は一切かかりません。 

 
５．サービス内容に関する苦情 

相談窓口では当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス計画に基づ

いて提供している各サービスについてのご相談・苦情を承ります。 
 
ケアサポートいまから　担当　鈴木康之　　電話:050-5865-6995   FAX:050-3737-3357​
受付時間：9：00  ～  18：00  
 
別に下記の当事業所以外の、市区町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝える事ができます。 

窓口 担当 住所 電話 

名古屋市役所 介護保険指導係 中区三の丸3-1-1 052-959-3087 

愛知県国民健康保険団体連合会 介護福祉室苦情調査係 東区泉1-6-5 052-971-4165 

中村区役所 福祉課介護保険係 中村区松原町1-23 052-433-2906 

中区役所 福祉課介護保険係 中区栄4-1-8 052-265-2324 

中川区役所 福祉課介護保険係 中川区高畑1-223 052-363-4327 

※その他　各区役所　福祉課介護保険係 
 

６．秘密の保持 
（１）当事業所は、業務上知り得たご利用者とそのご家族の秘密を厳守いたします。 
（２）当事業所は、介護支援専門員その他従業者であった者から、業務上知り得たご利用者とそ

のご家族の秘密が漏れる事のないよう、管理を徹底いたします。 
（３）当事業所は、サービス担当者会議等におきまして、ご利用者の個人情報を用いる場合は、あ

らかじめご利用者またはそのご家族からの同意をいただきます。 
 

７．事故発生時の対応等 
当事業所がご利用者に対して行う居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には、速やか

にご利用者のご家族、市区町村に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。又、当事業所がご

利用者に対して提供しました居宅介護支援により損害賠償をすべき事故が発生した場合には、

損害賠償を速やかに行います。 
 

８，当法人の概要 

名称・法人種別 メモッテ合同会社・営利法人 

設立 平成２４年６月 

代表者 代表　鈴木康之 

本社所在地 名古屋市中村区名駅3-4-10 アルティメイト名駅1st 2F 

事業内容 居宅介護支援事業、情報サービス事業 

 
９．虐待防止に関する事項 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のため、 次の措置を講ずるよう努めるものと
する。​  
（１）虐待防止に関する責任者の選定及び設置 



（２）虐待防止の委員会の設置。定期的に開催しその結果を従業員へ周知徹底を図る 
（３）虐待の防止のための指針を整備 
（４）虐待を発見した場合は、関係機関へ速やかに連絡し、虐待の早期発見に努めるものとする 
（５）従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 
 
ケアサポートいまから　担当　鈴木康之　　電話:050-5865-6995   FAX:050-3737-3357​
受付時間：9：00  ～  18：00  
 

要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する​
重要事項説明書 

利用者が要介護認定申請後、認定結果が出るまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、介護保険に

よる適切な介護サービスの提供を受けるために、暫定的な居宅サービス計画の作成によりサービス提

供を行う際の説明を行います。 
 
１．提供する居宅介護支援について 

・利用者が要介護認定までに、居宅介護サービスの提供を希望される場合には、この契約の締

結後人族に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供のための支援

を行います。 
・居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の認定申請の結果を上回る過剰

な居宅サービスを位置づけることのないよう、配慮しながら計画の作成に努めます。 
・作成した居宅サービス計画については、認定後に利用者等の意向を踏まえ、適切な見直しを行

います。 
・事業の実施に当たっては、利用者の意思および人格を尊重し、特定の種類または特定の居宅

サービス事業者に不当に偏ることのないよう公平中立に行います。 
 

２．要介護認定後の契約の継続について 
・要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。このとき、利用

者から当事業所に対してこの契約を解除する旨の申し入れがあった場合には、契約は終了し、

解約料はいただきません。 
 

３．注意事項 
要介護認定の結果が不明なため、以下の点にご注意いただく必要があります。 
（１）要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合には、認定前に提供された居

宅介護サービス、原則的に実費負担となります。 
（２）要介護認定の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後の区分支給限度額を上

回った場合には、保険給付の対象にならない可能性があります。この場合、保険給付されない

サービス利用料の全額をご負担いただくことになります。 
 

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書および重要事項について説明した。 
 
 
 
説明日：　　　　　年　　　月　　　日 
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